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日隈 信夫 

中央学院大学 商学部 

 

1.問題意識 

ティース(Teece, D. J.)〔2009〕は，ポーター(Poter, M. 

E.)〔1980〕を中心とするポジショニング・アプローチ（フ

ァイブ・フォース・フレームワーク 以下，FFF）とワー

ナーフェルト〔1984〕(Wernerfelt, B.)やバーニー(Barney, 

J. B.)〔1986a〕を中心とする資源ベース・アプローチ（資

源ベース｟RBV｠理論やVRIOフレームワーク）からな

る競争戦略論を相互補完的に発展させたダイナミック・

ケイパビリティ・アプローチ（ダイナミック・ケイパビリ

ティ・フレームワーク 以下，DCF）によって，競争優位

の持続性を説明しようとしている。 

ティース〔2009〕によると，ダイナミック・ケイパビ

リティ（以下，DC）は，一時的な競争優位の連鎖によっ

て，持続的な競争優位の能力も有することになる 1)。一般

的に，競争優位(Competitive Advantage)とは，低コスト

（低価格）や差別化（高品質）によって，業界平均以上の

利益率や市場占有率を獲得できる競争力(Competitive 

Edge)を指す。 

ここで，競争優位を低価格や高品質といった技術的な

持続と捉えると，一時的な競争優位しか実現できないが，

利益率や市場占有率といった収益性の持続と捉えると，

持続的な競争優位が実現することもあり得る 2)。 

ティース〔2012・2009〕によると，FFFは，無形資産，

イノベーション，ケイパビリティ(Capabilities)，不均衡

アプローチを無視した伝統的な産業組織論に依拠してい

るため，市場構造を外生的に所与としたFFFは静学的で，

技術や知識や生産プロセスなどの無形資産の創造，（適合

性を重視しているにもかかわらず）補完性や共特化に関

連する活動についての議論がない。また，ティース〔2009〕

は，シュムペーター(Shumpeter, J. A.)〔1912, 1942〕，

後継者のボウモル(Baumol, W. J.)〔1968〕，カーズナー

(Kirzner, I. M.)〔1973〕，ネルソン＝ウィンター(Nelson, 

R. R. and Winter, S. G.)〔1982〕を引用して，オープン・

イノベーションが企業の成功のために不可欠だと指摘す

る一方，FFFには，企業家精神，イノベーションの役割

についての十分な議論がないと指摘し，ポーターとの決

別を宣言しているが，イノベーションのための投資や資

金調達の方法など，イノベーションの具体的な内容を考

慮していない 3)。 

ボウモル〔2002〕によると，過去の埋没支出（サンク

コスト）の大部分は，イノベーションのための研究開発投

資であるが，イノベーションをルーティン化させるため

には，こうした研究開発部門にも積極的かつ継続的に資

源を投入すべきである。また，ボウモル〔2002〕による

と，イノベーション費用の大部分を占める過去の埋没支

出を回収し，つぎのイノベーションへと繋げていくため

には，限界費用を上回る価格を設定し，価格差別を行う必

要がある（内部資金調達）4)。 

ポーターは，伝統的な産業組織論におけるSCPモデル

の業界構造を逆転させ，コスト優位による市場占有率の

拡大（量的優位），製品差別化による市場占有率の拡大（質

的優位），参入障壁を構築するような状況が競争戦略だと

考えた 5)。 

淺羽〔1992〕によると，ポーターのFFFは，高い業績

を上げている企業行動や産業構造を調査した結果，短期

的な利潤最大化とは異なり，一見非合理的な行動を取る

企業が高い業績を上げていることを明らかにした 6)。 

一方，淺羽〔1992〕によると，伝統的な産業組織論で

は，業界構造を所与とすれば，一定の企業行動の下，一

定の企業業績が決まってしまう。そのため，伝統的な産

業組織論は，業界構造を所与とするのではなく，個別企

業の競争や協調に焦点を当て，市場構造が出現するまで

の過程を動学的に分析するようになった（内的要因）。

また，伝統的な産業組織論は，ポーターが明らかにした

（一見非合理的な行動を取る企業が高い業績を上げてい

る）事実を解明しようとするようになった。すなわち，

こうした事実（経済合理性）を解明するために，伝統的

な産業組織論は，ゲーム理論などを応用して，企業間の

相互作用，たとえば，ある戦略に対する競合企業の反応

（合理的な反撃行動＝罰の戦略）など，企業行動を動学
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的に分析するようになった（外的要因）。たとえば，短

期的な利益を犠牲にして，長期的な市場占有率の獲得を

目指して成功した日本企業の一見非合理的な行動は外的

要因の1例となる 7)。 

このように，伝統的な産業組織論は，FFFの影響も受

け，ゲーム理論なども応用した新しい産業組織論へと進

化することとなった。 

こうしたなか，淺羽〔1992〕は，FFFも，（FFFの影

響を受け，ゲーム理論，取引コスト理論，進化理論などを

応用した）新しい産業組織論を考慮すべきだと指摘して

いる。すなわち，高い業績を上げている企業の戦略だけで

なく，企業間の相互作用，たとえば，ある戦略に対する競

合企業の合理的な反撃行動などを明示した新しい産業組

織論を考慮しなければ，競合企業の学習・模倣・追従・反

撃の結果，戦略の競争優位を維持できなくなるためであ

る 8)。また，FFF は，これまで，伝統的な産業組織論を

考慮してきたため，同じ外部環境・業界にあるにもかかわ

らず，成功企業の戦略行動が異なっている理由を説明で

きず，産業構造（状況）が企業の戦略行動を決定するとい

う因果命題が成り立たない 9)。 

ここで，内部環境を重視する資源ベース(RBV)理論に

よって，同じ外部環境でも，経営資源の利用方法の違いに

よって，企業の業績が異なるため，戦略も異なる理由を説

明できるようになった。すなわち，資源ベース(RBV)理論

は，内部資源をベースに戦略を立て，競争優位の源泉を業

界の特徴ではなく，経営資源を供給するケイパビリティ

にあると考えるためである。 

一方，ティース〔2009〕によると，資源ベース(RBV)理

論は，企業が，模倣・複製困難な資源・ケイパビリティを

所有するだけで，利潤を獲得でき，こうした資源・ケイパ

ビリティの生み出すサービスが顧客の需要を高めるとい

う見解であるが，企業が，成功の源泉（持続的な競争優位）

をいかに確立するかについての議論がない。バーニー

〔2002〕も，この点については認めている 10)。 

本稿では，まず，FFF と資源ベース(RBV)理論からな

る競争戦略論を相互補完的に発展させた DCF による持

続的な競争優位の可能性について模索することを目的と

する。一方，取引コスト理論や進化理論など，新しい産業

組織論と同じ基盤理論の下で発展したDCF も，（ポータ

ーの FFF が基盤とした伝統的な産業組織論が，今度は，

ポーターのFFFによって影響を受け，静学的な要素を残

しつつも発展した）新しい産業組織論を考慮すべきであ

ることを指摘する。 

 

2.競争概念 

バーニー〔1986b〕，入山〔2014〕によると，競争戦略

論は，産業組織論の流れからなる IO 型(Industrial 

Organization Competition)，独占的競争理論の流れから

なるチェンバレン型(Chamberlinian Competition)，動学

的なイノベーション理論の流れからなるシュムペーター

型(Shumpeterian Competition)の競争概念に分類される
11)。 

ティースの DC は，動学的なイノベーション理論の流

れからなるシュムペーター型の競争概念に分類される。

また，ティースのDCは，経営戦略論（競争戦略論），多

国籍企業論（国際経営論）および垂直的統合論（取引コス

ト理論）から構成される 12)。 

資源ベース(RBV)理論には，持続的な競争優位をいか

に確立するかについての議論がないため，ここでは，資源

ベース(RBV)理論を基盤としながらも，競争戦略論から

構成される DC に焦点を当て，従来の静学的な競争戦略

論を整理したうえで，それを補完すべく DC の基礎へと

理論を繋げ，競争環境の激しいなか，継続的なイノベーシ

ョンと持続的な競争優位を実現するための DC の可能性

について模索する。 

 現代の DC は，ティース型とアイゼンハート

(Eisenhardt, K. M.)型に分類される。ティース型DCは，

競争優位の獲得・維持，DCの向上のために，企業は，開

発・応用されるべきケイパビリティの感知(Sensing)，捕

捉(Seizing)，そして，変革的な再配置(Transforming 

Reconfiguring)を必要とし，ケイパビリティの側面・少数

個人（経営者）を重視する型である 13)。 

アイゼンハート型 DC は，高速市場においては，予測

不可能な結果を伴うシンプルかつ経験的・脆弱なプロセ

スであるため，急速に変化する環境では，シンプル・ルー

ルだけを組織にルーティン(Routine)（慣習的・日常的な

行動の繰り返し－組織に慣習として定着した繰り返しの

行動パターン－）のように徹底させ，状況に合わせて柔軟

に意思決定することを必要とし，シンプル・ルールの側

面・組織を重視する型である 14)。また，アイゼンハート

＝マーティン(Eisenhardt, K. M. and Martin, J. A.)

〔2000〕によると，長期的な競争優位は，組織的かつ戦

略的なルーティンに基づき， DCではなく，新たな資源

配置にある 15)。 

入山〔2014〕によると，DCは，組織が資源を再配置す

る（組み換え直す）プロセスであるため，DCは，組織内

でルーティン化される必要がある 16)。 

 



『証券経済学会年報』第 51 号別冊 

1-14-3 

3.産業組織論とSCP戦略 
（FFF） 

ポーター〔2000〕によると，1970年代から1980年代

にかけて，日本企業は，業務効果が限界に達するまで，

低コストと差別化の同時追求を実現し，生産性のフロン

ティアを押し上げてきたが，1990年代になると，こうし

た業務効果は，持続的な競争優位に繋がることなく，競

合他社が模倣することによって，オペレーション効率の

格差が縮小し始めた。 

ポーター〔2000〕によると，こうした日本企業の低迷

については，業務効果が限界に達しているにもかかわら

ず，日本企業が，競合他社とは異なる方法を行うポジシ

ョニングによって，「何をし何をしないか」を選択すべ

く戦略，すなわち，トレード・オフを行っていなかった

ことが大きな要因だと指摘している 17)。すなわち，ポー

ター〔1996〕によると，低コストと差別化との選択や集

中，また，活動間の適合性を創出する戦略によって，持

続的な競争優位を実現できるのである 18)。 

IO型のSCPモデル（完全競争モデル），FFF（完全

独占モデル）ともに，産業の参入障壁や企業間の移動障

壁が，企業の収益性に影響するという立場にあり，FFF

によると，企業は，これらの障壁を高めて，他企業との

直接競争を避ける戦略が求められることになる（規模の

経済による参入阻止戦略や差別化戦略）19)。 

たしかに，FFFは，ゼロ利潤を回避し，超過利潤を獲

得するための方法として，①魅力的な産業（成長過程・競

争の制限・脅威の防御）を選択し，②その産業に参入し，

生産量の拡大を図り，③脅威を防ぐための戦略（低コス

ト・差別化）を掲げることによって，経済学（産業組織論）

を体系的に競争戦略論に適用することとなったが，ティ

ース〔2008・2009〕によると，急速に変化する環境にあ

るにもかかわらず，FFFにおける分析対象としての環境

は産業である（静学的）。また，戦略策定の本質は，競争

に対処することであり，ティース〔2008・2009〕による

と，FFFは，補完性・経路依存性・支援制度など，競争

環境の多くを無視しており，企業が，機会・脅威を適切に

感知する能力，強みや弱み，技術や市場の経路を適切に検

討する能力も制約されることになる。 

このように，ティース〔2008・2009〕は，FFFでは，

市場構造が，外生的に所与とされ，ケイパビリティも無視

されているため，企業によるイノベーションに基づく持

続的な競争優位を説明できないと指摘した 20)。 

これに対して，ティース〔2009〕のDCは，急速に変

化する環境における分析対象として，産業ではなく，ビジ

ネス・エコシステムを重視している。また，ティース

〔2009〕のDCは，カーズナー的理論，シュムペーター

的理論，進化論などの経済変化の諸理論を基盤としてお

り，戦略策定の本質は，模倣・複製困難な資源・ケイパビ

リティの開発・再配置と組織の変革をルーティン化する

ことによって，競争優位の確立に貢献するような技術・ビ

ジネスモデルの選択・開発を実現することである 21)。 

単純には，エコシステムは，1つのイノベーションに対

する相互補完的な企業の集合体を指しており，たとえば，

Appleは，スマートフォンの iPhone上にアップルストア

を設置して，消費者の多様なニーズに応えるサービスを

展開している。すなわち，Apple（キーストーン）は，個々

のアプリケーション事業者（ニッチプレーヤー）と連携し

て各種サービスを提供しており，こうした各種サービス

の共通的基盤（プラットフォーム）を組み合わせることに

よって，全体としての価値を創造している 22)。 

ダウンズ＝ヌーネス(Downes, L. and Nunes, P. F.)

〔2014〕によると，エコシステムとは，従来のサプライ

チェーンに代替する環境（製品・サービスを取り巻く共通

の収益環境）であり，スマートフォンであれば，アプリケ

ーション，周辺機器，関連サービスなどが，すべての参加

者に収益をもたらす環境を構築している 23)。また，トヨ

タは，2015年，燃料電池車関係の特許の無料開放を行う

（ライセンスアウト）一方，燃料電池車の普及に必要な部

品材料や水素ステーションなどの関連設備を他の企業の

技術開発に求める（ライセンスイン）ことを目的とし，相

互補完的なエコシステムを形成している。さらに，GEは，

モノがインターネットに接続される IoT で，コンソーシ

アム（企業連合）を形成しており，自社資源だけを活用し

て，製品の性能向上を追求する「モノ」モデルではなく，

他社資源も活用して，顧客価値を最大化（複合的な製品の

組合せ，顧客ニーズの変化に対する最適なサービスの提

供によって，模倣困難で持続的な競争優位を確立）する

「ソリューション」モデルを採用することによって，個々

のソリューションの共通部分を収集してプラットフォー

ム化している 24)。 

このように，ティース〔2009〕は，市場構造を外生的

に所与としたFFFは，適合性を重視しているにもかかわ

らず静学的で，補完性や共特化に関連する活動について

の議論がないと指摘しているが，企業の活動・能力・資源

が連携し合う組織（システム）としての適合性と企業内外

の資産の相互依存関係をもたらす能力としての共特化の

違いは明確ではない。また，たしかに，DCによって，FFF

も資源ベース(RBV)理論も，理論的に補完されることと
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なり，淺羽〔1992〕も，競争優位を維持するために，FFF

は，（FFFの影響を受け，ゲーム理論，取引コスト理論，

進化理論などを応用した）新しい産業組織論を考慮すべ

きだと指摘しているが，DCも，取引コスト理論や進化理

論などの共通した基盤理論を有する新しい産業組織論を

考慮すべきであると考える 25)。 

たしかに，ティースの動学的な競争戦略論は，（動学的

とはいえ静学的な）伝統的な産業組織論の影響を受けた

新しい産業組織論と相互作用するとはいえないかもしれ

ない。 

これに対して，柳川〔2001〕は，伝統的な産業組織論

の構造－行動－成果パラダイムを新しい産業組織論へと

新たに再定義すればよいと指摘している 26)。 

 ボウモル〔2002〕は，ネルソン(Nelson, R. R.)〔1996〕

を引用して，イノベーションがさらなるイノベーション

を導く寡占的イノベーションモデルは，古典派経済学の

想定する小企業・完全競争モデル（価格＝限界費用＝平均

費用）とは異なり，市場が限界費用を上回る価格設定と価

格差別を強制する新しい産業組織論の考え方だと指摘し

ている。すなわち，ボウモル〔2002〕によると，新しい

産業組織論は，動学的な寡占的イノベーションモデルで

あり，巨大企業は，通常の投資のための内部資金調達だけ

でなく，研究開発投資など，イノベーションのための支出

の大部分を占める繰り返される膨大な埋没支出を回収す

るために，市場が企業に限界費用を上回る価格設定と価

格差別を強制するという考え方である。 

 一方，ボウモル〔2002〕は，こうした企業は，完全競

争モデルの価格受容者ではなくなるが，市場の力によっ

て巨大企業となり，限界費用を上回る価格設定と価格差

別を強制される価格受容者だと指摘している 27)。 

たしかに，市場によって強制されているとはいえ，自ら

限界費用を上回る価格設定と価格差別を行うことができ

るのであれば，（巨大企業に成長した後でなくても）価格

受容者ではなく，価格設定者ではないかと考える。また，

DCが（静学的な要素の残る）新しい産業組織論を考慮す

べき理由は，取引コスト理論や進化理論などの共通した

基盤理論を有するというだけではない。たとえば，菊澤

〔2016〕は，不確実な環境の下では，利潤最大化原理や

取引コスト原理に基づくルーティンに従う企業行動はベ

ストプラクティスにはならず，最初から合理的に失敗す

ると指摘している 28)。また，ティース〔2009〕も，経営

者の裁量権の乱用などによる財務上の不正行為の回避

（エージェンシー問題の解決）よりも，少数個人（経営者）

の裁量権を保証することによる戦略上の不正行為の回避

（変化の感知・機会の捕捉・資源や組織の変革的な再配置

の側面での十分なケイパビリティの発揮）を重視してい

る 29)。すなわち，急速に変化する環境の下では，企業は，

安定した環境に対応して，現状を維持するだけの通常能

力(Ordinary Capabilities)のまま，（慣習的・日常的な行

動の繰り返しとしての）ルーティンに従って行動する（利

潤最大化原理）だけでは，ゼロ利潤を回避できるとは限ら

ず，財務上の不正行為を回避するだけでは，戦略上の不正

行為を回避できるとは限らないためである。たしかに，財

務上の不正行為を回避するためには，ステークホルダー

間で取引コストが生じるため，取引コストの節約も必要

となるが，それ以上に，戦略上の不正行為を回避するため

には，社内取締役を中心とした経営者が，変化を感知し，

機会を捕捉し，資源や組織を大胆に再配置・変革し続ける

戦略も必要となる。 

このように，DCは，取引コスト理論や進化理論などの

新しい産業組織論と共通した基盤理論を有するフレーム

ワークであるが，戦略上の不正行為を回避することによ

って，イノベーションを実現したとしても，浅羽〔1992〕

が指摘するように，ある戦略に対する競合企業の合理的

な反撃行動（ゲーム理論）も明示した新しい産業組織論を

考慮しなければ，競合企業の学習・模倣・追従・反撃の結

果，持続的な競争優位を実現できなくなるのである 30)。 

 

4.独占的競争とRBV戦略 

（資源ベース｟RBV｠理論・VRIOフレームワーク） 

チェンバレン型の資源ベース(RBV)理論（独占的競争

モデル）において，企業が差別化された製品・サービスを

持って競争することは所与の条件であるが，産業への参

入障壁は低い状態である。 

一方，企業は，差別化をしながらも，競合企業との厳し

い競争を強いられる。ここで，こうした差別化の源泉とな

りうる経営資源が重要となる 31)。資源ベース（RBV）理

論は，企業が，希少かつ模倣・複製困難な資源・ケイパビ

リティを所有するだけで，利潤を獲得でき，こうした資

源・ケイパビリティの生み出すサービスが顧客の需要を

高めるという見解であるが，企業が，社外資源も活用して，

顧客価値を最大化するオープン・イノベーション，すなわ

ち，複合的な製品の組合せ，顧客ニーズの変化に対する最

適なサービスの提供によって，模倣困難で持続的な競争

優位を確立するソリューション（コト）・モデルにまでは

至っておらず，持続的な競争優位をいかにして確立する

かについての議論がない 32)。 

バーニー〔2002〕も，①激変する企業環境における予
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測能力の限界，②企業業績に影響力を与える経営者能力

の限界，③企業内部の資源やケイパビリティを分析単位

とすることに伴うデータ収集能力の限界によって，持続

的な競争優位を維持できないことを認めている。 

ここで，資源ベース(RBV)理論をベースとしながらも，

それを補完すべくDC の必要性が生じることとなる 33)。

すなわち，模倣・複製困難な資源・ケイパビリティを所有

するだけでなく，模倣・複製困難な資源・ケイパビリティ

を開発・再配置する企業の戦略行動によって，持続的な競

争優位を確立することができるからである。 

たしかに，企業が保有する固有の資源やルーティンを

形成する固有のケイパビリティが企業の戦略的行動を決

定することによって，同じ外部環境・業界にあっても，成

功企業の戦略行動が異なることを説明でき，企業が保有

する固有の資源やケイパビリティによって，企業の短期

的な競争優位を説明できるが，特定の資源やケイパビリ

ティに固執すると，環境の変化に適応できず，長期的には

硬直化することとなる 34)。 

ティース〔2009〕によると，経営資源の提唱者である

ペンローズ(Penrose, E.)〔1959〕は，企業を代替可能な資

源の束とみなしており，その資源の一部は，過去の活動か

ら生み出される（経路依存性）。また，こうした資源は，

さまざまな最終製品の生産に向けて活用され，経営者は，

顧客のニーズを満たすために，企業の製品ポートフォリ

オを再配置しようとする。さらに，利潤は，差別化の実現

だけでなく，余剰・未利用資源の活用によっても生じる。 

ペンローズ〔1959〕によると，差別化をバリュー・チ

ェーンの中心に置き，製品差別化を実現できれば，資源や

ケイパビリティにおいて，差異性を有することになる。ま

た，ペンローズ〔1959〕は，ゼロ利潤を回避するために，

特定の資源やケイパビリティに固執することのない別の

方法を提示している。さらに，ペンローズ〔1959〕は，

利潤が，模倣・複製困難な資源・ケイパビリティの所有か

ら生じるため，こうした資源・ケイパビリティが生み出す

サービスが，いかにして顧客の需要を引き付けるかを考

慮している。 

このように，ペンローズ〔1959〕は，企業（組織）を

新古典派経済学の想定するブラックボックスではなく，

経営単位以上のもの，すなわち，企業内部にある（企業内

で利用可能な）人的資源と（有形物からなる）物的資源と

いった経営資源の集合体として捉え，経営資源と組織と

の相互補完関係のなかから，企業の成長理論を展開する

こととなった。 

たしかに，ペンローズ〔1959〕は，経営者の役割（日

常の経営管理）だけでなく，企業家の役割（新結合の遂行

者）を認識し，ゼロ利潤でないことも認識しているが，無

形資産の役割を軽視しており，競争優位を確立する方法

について言及していない。すなわち，ペンローズ〔1959〕

は，企業を資源の集合体として概念化したものの，資源の

定義も不明確なまま，持続的な競争優位をいかにして持

続させるかを考慮していない。また，ペンローズ〔1959〕

は，コース(Coase, R. H.)〔1937〕やウィリアムソン

(Williamson, O. E.)〔1975〕（既設の市場）とは反対に，

企業の創出者が市場であること（企業と市場の共進化）を

認識していない（既設の企業）35)。 

これに対して，DCは，急速に変化する環境のなかで，

企業が持続的な競争優位をいかにして実現するかを説明

しようとしている。 

ティース〔2009〕によると，DCは，企業に価値の増大

をもたらす差別化点の構築・維持を可能にする組織と個

人のケイパビリティの識別を行っている。また，DCの中

核には，企業の機会・脅威に対する機敏な感知を維持し，

新しい機会の実行を可能にし，成功の初期段階の成果を

獲得するためのシステムを設定し，成功を維持するため

の継続的な変化も可能にするような経営者，経営システ

ム，組織デザインなどの要素を明確にするための努力が

ある 36)。 

近年では，IT業界を中心に，経営環境の変化が激しく，

将来が予見しにくい経営環境にシフトし始めている。す

なわち，急速に変化する環境の下では，業務効果の限界に

対応するためのSCP戦略も，内部資源をベースに異なる

戦略を立てるRBV戦略も，持続的な競争優位の説明には

対応できなくなってきている。 

ティース〔2009〕によると，1980年代までの日本企業

は，強力な一般的ケイパビリティ（現状を維持する通常能

力-Ordinary Capabilities-）の開発によって，物事の適切

な実行（業務効果）を得意としてきたが，適切な物事の実

行は得意ではなかった 37)。 

 

5.創造的破壊と動学的な競争戦略 

（DCF） 

ティース等(Teece, D. J., Pisano, G. and Shuen, A.)

〔1997〕によると，DCとは，急速に変化する環境に対処

するために，内部・外部のコンピタンスを統合

(Integrate)・構築(Build)・再配置(Reconfigure)する企業

の能力である。また，ティース等〔1997〕によると，競

争優位は，現在の資産配置(Asset Positions)と本来の進化

経路(the Evolution Paths)によって形成される調整と結
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合(Coordinating and Combining)のプロセス（方法）に

基礎を置くとしているが，DCFと資源ベース(RBV)理論

との違いが明確でない 38)。 

一方，ティース等〔1997〕は，レント（超過利潤）の

獲得方法として，FFF，資源ベース(RBV)理論およびDCF

を分類している。たとえば，FFFは，ポーター・レント，

すなわち，産業の参入障壁や企業間の移動障壁などの完

全独占の状況からレントを獲得し，資源ベース(RBV)理

論は，リカード・レント，すなわち，希少かつ模倣・複製

困難な資源の所有からレントを獲得し，DCFは，シュム

ペーター・レント，すなわち，イノベーションによる資源

の新結合からレントを獲得すると分類している 39)。 

つぎに，ティース〔2007〕は，DCの基礎づけとし

て，企業は，競争優位を獲得・維持するために，同時

に，開発・応用されるべきケイパビリティの感知，捕

捉，そして，変革的な再配置を必要とすると指摘してい

る。 

ティース型DCは，ケイパビリティの側面や少数個人

（経営者）の裁量を重視しており，経営者は，財務上の

不正行為に対処（エージェンシー問題を監視）するだけ

でなく，戦略上の不正行為に対処（変化の感知・機会の

捕捉・資源や組織の変革的な再配置の側面で十分なケイ

パビリティを発揮）することを重視している。また，テ

ィース〔2009〕は，組織が，資源を再配置し組織を大胆

に変革するプロセスを担う少数個人（経営者）の裁量を

保証するようなコーポレート・ガバナンスも示唆してい

る 40)。すなわち，財務上の不正行為への対処，戦略上の

不正行為への対処に対しては，少数個人（経営者）の裁

量だけでなく，前者は，（過半数以上社外からなる）利

害の独立した社外監査役によるエージェンシー問題の監

視，後者は，（企業内部に熟知した）社内取締役による

戦略上の不正行為の制御によって，監視チェックだけで

なく，意欲を引き出すようなシステム構築が必要となる

からである。 

一方，アイゼンハート型 DC は，シンプル・ルールだ

けを組織にルーティンのように徹底させ，状況に合わせ

て柔軟に意思決定するシンプル・ルールや組織を重視し

ている 41)。すなわち，急速に変化する環境では，少数の

シンプルなルールを組織にルーティンのように定着させ，

状況に合わせて意思決定を行うことで，DCを高めること

ができるからである。 

ネルソン＝ウィンター〔1982〕によると，ルーティン

とは，企業の規則的（定常的）で予測可能な行動パターン

のすべてであり，生産のための技術的ルーティン，雇用・

解雇，発注，需要のある製品の増産，投資，研究開発，広

告に関する政策，製品多角化・海外投資に関する企業戦略

を含むものである。また，ネルソン＝ウィンター〔1982〕

によると，ルーティンとは，組織の進化のために，組織の

メンバーが同じ行動を繰り返すことによって，組織に慣

習として定着した繰り返しの行動パターンであり，ルー

ティンは，安定化，記憶化，学習・進化を促進し，組織の

進化に貢献する 42)。 

ネルソン＝ウィンター〔1982〕によると，ルーティン

の進化は漸進的で，進化の方向性は制約を受け（経路依存

性），放置すると硬直化に繋がり，組織の進化が停止する

こともある。また，ルーティンは，安定した事業環境の下

で，組織の漸進的な進化を促進するが，急速に変化する事

業環境の下では，組織を大胆に変革する必要性が出てく

る 43)。 

ここで，ティース型 DC の必要性が生じることになる

が，アイゼンハート＝マーティン〔2000〕によると，DC

とは，高速市場においては，予測不可能な結果を伴うシン

プルかつ大いに経験的・脆弱なプロセスとなる組織的か

つ戦略的なルーティンである。また，アイゼンハート＝マ

ーティン〔2000〕によると，長期的な競争優位は，DCで

はなく，新たな資源配置にある 44)。 

このように，アイゼンハート型 DC は，市場変化に適

合，市場変化を創造するために，資源を利用する企業のプ

ロセス（とくに，資源を統合，再配置，獲得，放出するた

めのプロセス）であり，市場が出現，衝突，分裂，消滅す

るときに，企業が新たな資源配置を達成する組織的・戦略

的なルーティンである 45)。 

一方，ティース〔2014〕は，高速市場における不確実

性に経営者が対処できず，高水準のルーティンにのみDC

が存在するというアイゼンハート＝マーティン〔2000〕

の考えを認めておらず，DCは，組織的なルーティンと企

業家的なリーダーシップ・経営との組み合わせによるも

のであり，創造的な経営者や企業家の行動が常にルーテ

ィンであるとは限らないと指摘している 46)。 

 つぎに，ゾロ＝ウィンター(Zollo, M and Winter, S. G.)

〔2002〕によると，DCとは，学習されて安定した集団活

動のパターンであり，組織は，パターンを通じて有効性の

改善を追求し，オペレーショナル・ルーティン

(Operational Routine)の生成・修正を体系的に実現する
47)。また，ゾロ＝ウィンター〔2002〕によると，環境の変

化の程度にかかわらず，競争優位の源泉としてのDCは，

オペレーショナル・ルーティンを新たなルーティンに変

えるルーティンであり，ルーティンの進化は，学習メカニ
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表1. DCFにおけるイノベーション・戦略・コーポレート・ガバナンスの役割 

急速に変化する環境 取締役・執行役（守り＋攻め） 

↓       ↓       ↓          ↓ 

産業＜ビジネス・

エコシステム 

→ 感知 

(Sensing) 

→ 捕捉 

(Seizing) 

→ 変革的な再配置 

(Transforming 

Reconfiguring) 

共特化戦略 

→ イノベーション 

オープン・イノベ

ーション 

＝企業や企業の顧客・

供給物に影響を及ぼす

組織・制度・個人など

の諸要素からなるコミ

ュニティ 

↑ 

コーポレート・ガバナンス（チェック＋意欲を引き出すシステム） 

組織が資源を再配置し組織を大胆に変革するプロセス＝少数個人（経営者）の裁量の

保証 

財務上の不正行為の最小化（エージェンシー問題の監視） 

戦略上の不正行為の最小化（感知・捕捉・変革的な再配置の側面での十分なケイパビ

リティの発揮） 

適切なビジョンやインセンティブの継続的な整合化によるレント消失の回避（ビジョ

ンやインセンティブの整合性にとらわれたレント消失の回避） 

（出所）Teece, D. J.〔2012・2009〕, Ibid, 46-50頁より筆者作成。 

 

ズム（経験の蓄積・知識の分節化・知識のコード化）を通

して構築されている（実証は行われていない）48)。 

一方，ヘルファット等(Helfat, C. E., Finkelstein, S., 

Mitchell, W., Peteraf, M. A., Singh, H., Teece, D. J., 

Winter, S. G.)〔2007〕によると，DCとは，組織が意図

的に資源ベースを創造，拡大，修正する能力である 49)。

また，ヘルファット＝ペテラフ(Helfat, C. E. and Peteraf, 

M. A.)〔2003〕は，ケイパビリティの開発とそのための磨

きをかけること（研磨），接合すること，ブランド化する

こととを区別しているが，ヘルファット＝ペテラフ

(Helfat, C. E. and Peteraf, M. A.)〔2009〕によると，DCF

は未だ理論ではない 50)。さらに，ヘルファット＝ウィン

ター(Helfat, C. E. and Winter, S. G.)〔2011〕によると，

ティース〔2009〕は，動学的能力(Dynamic Capabilities)

と通常能力(Ordinary Capabilities)とを明確に区別して

いない（DCの意味がない）。すなわち，ヘルファット＝

ウィンター〔2011〕は，適切な物事の実行については，

急速に変化する環境に対応して，企業活動を変化させる

動学的能力とし，物事の適切な実行については，安定した

環境に対応して，企業活動を行う現状を維持する（ルーテ

ィンを形成する）通常能力として，両者を一層明確に区別

している 51)。 

しかしながら，ティース〔2012・2009〕は，適切な物

事の実行（ダイナミック・ケイパビリティ）と物事の適切

な実行（一般的ケイパビリティ≒業務効果）とを区別して

いる 52)。また，DCFは， FFFとは異なり，産業構造（状

況）を所与とせず，産業構造の変化も認識し，資源ベース

(RBV)理論と同様に，希少かつ模倣・複製困難な資源・ケ 

 

イパビリティを認識することに加えて，それらを再配置

し，最終的には全体的にオーケストレーションする能力

も認識している。すなわち，DCとは，企業が技術・市場

変化に対応するために，企業の固有の資源やケイパビリ

ティを再配置していく模倣・複製困難な能力のことであ

る 53)。 

このように，DCFは，急速に変化する経営環境の下で，

将来が予見しにくい状態にあるイノベーションモデルで

ある。入山〔2016〕によると，シュムペーター型の競争

モデルでは，収益に貢献しうる産業構造・移動障壁・経営

資源などについての不確実性が高く，FFFや資源ベース

(RBV)理論に基づく戦略が通用しにくい。そのため，入山

〔2016〕は，チェンバレン型の崩壊（業界によって異な

る）に対応するために，日本企業は，競争の型の転換が必

要だと指摘している。たとえば，入山〔2016〕は，チェ

ンバレン型の競争が崩壊するなか，小額投資や小額販売

によってリスクを回避するリアル・オプション・アプロー

チ戦略への転換を挙げている 54)。 

たしかに，家電業界のなかでも，スマートフォンやタブ

レットなどのデジタル製品は，ハイエンド市場における

シュムペーター型の競争へ，また，洗濯機や冷蔵庫などの

白物家電製品は，新興国市場における IO型の競争へと変

化しつつあるが，自動車業界など，その他の業界について

は，チェンバレン型が崩壊していると一概には断言でき

ない。 

 

6.まとめ 

本稿では，まず，FFF と資源ベース(RBV)理論からな
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る競争戦略論を相互補完的に発展させた DCF と競争優

位の持続性との関係について考察した。すなわち，ポータ

ー，バーニーおよびティースの見解から，競争優位の持続

性を要として，それぞれの戦略フレームワークを比較検

討した。 

FFFについては，取引コスト理論や進化理論など，新

しい産業組織論と同じ基盤理論の下で発展したDCF も，

（FFFが基盤とした伝統的な産業組織論が，今度は，FFF

によって影響を受け，静学的な要素を残しつつも発展し

た）新しい産業組織論を考慮すべきであることを指摘し

た。また，FFF は，5 つの競争要因によって外部環境を

分析し，3つの基本戦略によって，自社を位置づけるポジ

ショニング・アプローチであり，外部環境が企業の戦略的

行動を決定することになるが，同じ外部環境でも，企業の

業績が異なり，戦略も異なることを説明できない。 

一方，資源ベース(RBV)理論については，内部資源をベ

ースに戦略を立て，競争優位の源泉を業界の特徴ではな

く，経営資源を供給するケイパビリティにあると考える

資源ベース・アプローチであり，同じ外部環境でも，経営

資源の利用方法の違いによって，企業の業績が異なるた

め，戦略も異なることを説明できる。 

しかしながら，いずれのアプローチにおいても，持続的

な競争優位の説明には至っていない。そのため，資源ベー

ス(RBV)理論を基盤としながらも，競争戦略論から構成

される DC に焦点を当てる一方，従来の静学的な競争戦

略論を補完すべく DC の基礎へと理論を繋げ，急速に変

化する環境のなかで，継続的なイノベーションと持続的

な競争優位を実現するための DC の可能性について模索

してきた。 

一方，業務効果が限界に達した1990年以降，日本企業

が低迷するなか，ポーター〔2000〕が指摘するように，

低コストと差別化との選択や集中，活動間の適合性を創

出するポジショニング・アプローチ戦略への転換，また，

同じ外部環境でも，企業の業績が異なり，戦略も異なるな

か，ワーナーフェルト〔1984〕やバーニー〔1986〕が指

摘するように，競争優位の源泉を業界の特徴ではなく，経

営資源の供給するケイパビリティにあると考え，内部資

源をベースに戦略を立てる資源ベース・アプローチ戦略

への転換，そして，チェンバレン型の競争が崩壊する（業

界によって異なる）なか，入山〔2016〕が指摘するよう

に，小額投資や小額販売によってリスクを回避するリア

ル・オプション・アプローチ戦略への転換，さらに，急速

に変化する環境の下で，ティース〔2009〕が指摘するよ

うに，組織が，希少かつ模倣・複製困難な資源・ケイパビ

リティを開発・再配置するDCアプローチ戦略への転換，

また，そのために組織を大胆に変革する少数個人（経営者）

の裁量を保証するようなコーポレート・ガバナンスへの

転換について比較検討した。 

そのうえで，少数個人の経営者でなくても，（過半数以

上社外からなる）利害の独立した社外監査役による財務

上の不正行為の監視チェックや社内に熟知した社内取締

役による戦略上の不正行為の制御によって，チェックだ

けではなく意欲も引き出すようなシステムが構築される

可能性を指摘した。 

 

7.今後の課題 

DCFは，FFFや資源ベース(RBV)理論などの競争戦略

論，進化理論，取引コスト理論，エージェンシー理論など

を基盤理論としているが，ティース〔2012〕によると，

競争戦略論は価値創造・価値獲得の問題，取引コスト理論

は価値保護の問題，エージェンシー理論は価値分配の問

題を取り扱っており，事業環境の変化に応じた企業の存

続（持続的な競争優位）について十分に考察している理論

は，競争戦略論，とくに，DCFだけである 55)。 

一方，菊澤〔2016〕，コリス(Collis, D. J.)〔1994〕によ

ると，DCを高次のケイパビリティ，一般的ケイパビリテ

ィを低次のケイパビリティとすると，企業は常に高次の

ケイパビリティを追求するため，高次のケイパビリティ

も，いずれは，低次のケイパビリティへと劣化し，無限後

退を余儀なくされる。すなわち，企業は，究極的なDCを

実現できないため，競争戦略論では，持続的な競争優位の

本源を見出すことはできなくなる 56)。また，DCFに対し

ては，競争優位，コンピタンス，ケイパビリティ，経営資

源，ルーティン，適合性，補完性，共特化など，用語の明

確な統一性がなく，藤本〔2013〕によると，その特徴や

構成要素も統一していないため，DC 概念は明確でない
57)。 

それにもかかわらず，福澤〔2013〕によると，資源ベ

ース(RBV)理論の限界を克服する試みとして，環境が急

速に変化するなか，組織が持続的な競争優位を実現する

能力としてDCを位置づけたことには意義がある 59)。 

本稿では，FFF や資源ベース(RBV)理論などの競争戦

略論の流れから，DCFをフォローしてきたが，取引コス

ト理論や国際経営論など，競争戦略論以外の基盤理論と

の整合性を明確にすることも今後の課題となる。 
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に変化する環境のなかで，アナログフィルム需要が年率10%以

上も減少し，アナログフィルム事業の売上高が年率20-30%も

減少したにもかかわらず，2009年度と2010年度の経営構造改

革の時期まで，売上高は伸び続けている。 
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高水準の研究開発費比率を維持させたまま，大幅な構造改革費

用によって，営業利益や当期純利益の減少，そして，それに伴

うROAやROEの減少（競争優位（収益）を一時的とみなす

か・一時的な競争優位の連鎖による持続的な競争優位とみなす

か・イノベーションには利益を生まない時期もあるとみなす

か）に直面することとなった。 
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減など，アナログフィルム事業から資源を撤退させる一方，(共

特化戦略を意識した）積極的なオープン・イノベーションによ
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規事業の開発などの多角化戦略によって，自社の既存技術を再

編成し，新たな製品を開発した。たとえば，富士フイルムは，

アナログフィルムの原料と皮膚の成分がゼラチン（コラーゲ

ン）から構成されており，写真の色褪せと皮膚の老化の原因が

酸化作用であるため，それらを防ぐための抗酸化技術を活かし
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なった。 
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ート・ガバナンス）によって，経営者による大胆な資源の再配
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デジタル化の新技術によって，写真フィルム市場が破壊される
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ニカ，アグファの4社が巨大なシェアを占める寡占市場であっ

たが，デジタル化の到来によって，各社ともに，生き残りをか

けた戦略を立てているなか，2012年，コダックは，投資家の意

向（株主価値の最大化）を反映して多角化には消極的で，本業

を重視することによって倒産することとなった。 

加護野忠男〔2012〕, 「なぜコダックは破綻し、富士フイルム

は好調なのか」『PRESIDENT』プレジデント社, 14-15頁。 

すなわち，コダックは，参入当初の安価で性能の低いデジタル

カメラという破壊的なイノベーションに対処することなく，持

続的なイノベーションに固執してしまったことが，イノベーシ
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ョンのジレンマに陥る大きな原因となった。 

このように，コダックは，世界初のデジタルカメラの開発に成

功したにもかかわらず，収益性の低いデジタル資産の活用に反

対する投資家の意向に即した全社的な判断から，資源集中に留

まることによって，独自性が低下し，価格競争のなかで利益性

も低下し，2012年には，連邦倒産法第11章の適用を申請する

こととなった（ポーター型FFF）。 

日隈信夫〔2016〕, 「前掲論文」, 2-5-6~2-5-7頁。 

Teece, D. J.〔2009〕, op. cit., 14-15頁。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（付表）表2 富士フイルムによるデジタル化への対応例 

 

（出所）各年「度有価証券報告書」および「富士フイルムホームページ」を基に筆者作成。 

富士フイルムの「有価証券報告書」における株主資本は，「その他の包括利益累計額」を含めた自己資本と同義とみなされている。 

2004年3月以前のROAについては，統計がないため，当期純利益÷総資産額にて手計算した。 

株主資本（自己資本）については，連結貸借対照表における負債の部の資本合計を参照。 

2000年度（2001年3月31日時点）の研究開発費については，「2001年度（2002年3月）有価証券報告書」32頁の連結損益計算

書を参照。 

 


